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　地方行政にとって，1995年は画期的な年になった。
この年の5月にいたって，わが国としてはじめての
「地方分権推進法」が制定された。これにもとついて
編成された「地方分権推進委員会」は5年を目途に，
分権を進める具体案を政府に提出することになってい
る。このことにも関連するが，同じ1995年には「パイ
mット自治体」や「中核市」と呼ばれる都市の新しい
形態が誕生し，その一方では「広域連合」と指称され
る広域行政機関が制度化されている。
　従来からわが国の地方団体に関しては，人材や行政
能力をはじめ規模などの点で，分権化には耐えられな
いという否定的な意見が出ていた。必ずしも実状を反
映した見方とは思えないが，パイロット自治体をはじ
め中核市や広域連合が出現した背景には，分権が本格
化するこれからに備えて地方制度を強化するという意
図が隠されてきている。
　1995年度の研究を進めるに当たっては，地方行政を
めぐるそうした新しい動きになによりも格別の考慮を
払う必要があった。その上で本年度は，研究の視点を
これまでの広域行政というミクロの枠組みから，地方
分権というマクロな視点に広げ，その中で広域行政や
パイロット自治体の意義や限界を調べるという方法を
とることにした。そのような軌道修正が必要になった
のは，地方分権論が本格化する状況で，「受け皿論」
と一般に呼ばれる地方制度の改革論が活発になってき
たからである。
　そうした方針のもとで，本年度はなによりも地方分
権とはなにかという問題に取り組むことにした。そし
て，それを国際的な比較という視点から考察し，わが
国で現在，問題にされている分権論の特色を明らかに
することにつとめた。その結果，わが国の分権論には
アメリカで見られるような行政のビジネス化という傾
向はないことや，制度の整備につよい関心が集まって
いること，さらには，分権論を民主性の質向上に単純
に結びつける性格のあることなどが，特記すべき事項
として浮かび上がった。
　　この調査の結果は，「国際化する地方分権と地方
行政の制度改革」と題する報告にまとめ，『社会科学
研究所紀要」35巻1号に掲載する草稿にした。なお，
今回2年にわたって実施した研究は，この先それをさ
らに精密なものにリファインし，1996年5月に総合研
究開発機構とアメリカ国家行政学会が東京で共催を予
定している，「東京行政会議」でも報告するはずであ
る。
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